09.5.23第17回非正規集会全体会

講演

ただいま紹介に預かりました二宮でございます。今日は雇用破壊と貧困の打開をめざして、私は経済学が専攻でありますから、雇用破壊の打開、それから貧困の克服、これが現在の日本経済全体の再生にとっても不可欠になっている、そういう視点からお話を申し上げたいと思います。

　現在進行中の派遣切り、非正規切りといいますのは、昨年の秋から企業が流行させた企業型の一種ウイルスでありまして、新型ウイルスのようにまん延するようになってきた。現在では失業問題、貧困問題がさらに昨年以上に深刻になっておりますが、これを打開することが、実は現在進行中の「100年に１度」の経済危機を打開する道にほかならない。このことをこの集会で確認するというのは、日本経済全体にとっても国民の暮らし全体にとっても、まことに有意義なことである、そういう視点からお話申し上げたいと思います。

　いま企業が進めている派遣切りだとか非正規切り、これが進むとどういうことが起こっていくのか。現在の不況の最大の要因は、後でお話申し上げますように、そもそも内需がこの間冷え込んでいた、アメリカ発の金融恐慌の襲来の元で、さらにいっそうこの内需に依存してこなかった日本経済がのたうちまわるということになった。これが全体の経過ですけれども、いま進めている貧困と格差を増長させるような、そういう政策が進行すると、いっそうこの経済危機は深くなり、長引く、ここを見ておくことがたいへん重要であると思います。

　まず最初に見ておかなければいけない点は、経済危機が、究極のところで何を原因にして起こってきたのか、これが問題です。アメリカ発の金融恐慌というのは、一面の真実ではありますけれども、全体として現在の危機で、一番大きな背景、原因として押さえておかなければいけない点は、格差社会の進行にあります。小泉政権以来のいわゆる構造改革路線のなかで、労働者・国民のなかに未曽有の格差、これが拡大し、貧困も深刻化いたしました。
格差社会といいますものは何をもたらすかと言えば、一方での上層部における富の集中、すなわち企業であるとか大銀行であるとか、一部の富裕層に膨大な過剰資金が集中する。そのおかげで、逆に、下にまわった労働者の側は貧困にあえぐ、これが格差社会のもっとも重要な側面です。この一方の極での過剰資金の集中と、他方の極での貧困の蓄積ですね、これがあって初めて現在進行中の世界的規模での大恐慌が発生するわけです。だから格差を克服していかないと、現在の恐慌は克服できない。これがポイントになってきます。

　もともとアメリカと日本は、現在の不況の最大の主犯と言いますか、両方が共犯の形で不況をまねいてきた、こういう国です。アメリカと日本はＯＥＣＤ諸国での貧困率から見てもアメリカがトップ、それから日本が第２番手。すなわち先進国のなかでも、21世紀に入って以降一番格差が広がった、他方で貧困も広がった、その代表国であったということですね。

　日本の場合には、貧困や格差が広がっていくと、労働者の賃金に金が回っていかないわけですから、したがってなかなか国内の市場は広がらない。つまりこの10年ばかりの間一貫して国内のマーケットは冷え込んだまま、という状況が続きました。日本の労働者の賃金は、全体としていかなる統計を見ても、一番よかったのが1997年です。正規労働者、一般のサラリーマンを取り出しますと、国税庁の統計によれば、年収で一番高かったのが1997年で、およそ467万円でした。10年たって2006年、2007年間ぐらいに、どのくらいその給与が下がったか。年収が435万円になりました。平均的な給与生活者の年収でありますから、もちろんここにいらっしゃる方々を含めて、いわゆるワーキングプア層がその過程でずっと広がったわけなんですが、民間の給与生活者は10年前と比べてみれば、年収にしておよそ35万円落ち込んだ。こういう状態が過去10年ばかりの間に進行する。だから物がちっとも売れない。百貨店やスーパーは、過去12年間、連続して売上の絶対額がマイナス、こういう状態が続きました。今年の春闘を前にして、百貨店の業界が、もうこれでは百貨店・スーパーの見通しがたたない、だからこの際賃金を少々改善してもらわないと、デパートといえども先行きが見えない、こういうことを経営者のほうが言わざるを得なくなった。これは一体なぜなのか。格差が広がって、労働者全体に賃金が回らなかった、こういうことを意味しているわけですね。

　もっと大きな数字で、いわゆる国民経済計算に雇用者報酬という項目があります。これを見ましても1997年が最高です。これはどこかに雇用されている人たちの年収に当たるわけでありますが、97年でこれがだいたい総額にしておよそ280兆円。およそ10年後にどのぐらいに減っているか、だいたい20兆円弱減りまして、260兆円強。つまり一般の労働者には10年前と比べてみて、この不況に入る直前までに、年間規模で申し上げますと20兆円ばかり取り分が少なくなってきた。だから国内ではちっとも物が売れない。内需不振が続く。こういう状況が、小泉政権の下で続いてきた。ここがまず押さえておかなければいけないところです。

　ところがアメリカは、同じように格差が広がり、貧困層は多く出てきたわけでありますが、アメリカ合衆国で注目しなければいけない点は、先ほどのごあいさつでも指摘がありましたけれども、アメリカという国は、憲法第９条と憲法第25条をもたない国です。25条の生存権を保障する、この条文がありません。先ほど労働権の話がありました。勤労する権利ですね、憲法第27条です。これもアメリカの憲法にはない。まして憲法第９条はない。そういう国で貧困がのさばってくると一体どうことになるのか。ここに日本と大きな違いが出てくるわけですね。
貧困層が、たとえばホームレスの人が何とか夜露をしのぐねぐらを確保するために一体どうすれば、どうすればよいか。一応の住まいが手に入るのか。憲法第９条をもたない国では、ホームレスが住宅を手に入れるもっとも手っ取り早い方法は軍隊に入ることです。兵士になることです。実際にホームレス同然の人々をかき集めて軍隊を編成してイラクに送る、アフガンに送る、このようなことをブッシュ政権はやりました。

　あるいはまた、アメリカ合衆国は憲法第25条がありませんから、社会保険としての医療保険がありません。医療保障がありません。したがって4,700万人ばかり無保険者がいる。そうすると、医療難民がアメリカでは続出する。その医療難民が何とか医療サービスを受ける、そのためにはどうしたらいいか。同じことです。兵隊になればいいわけですね。アメリカは軍事優先の国でありますから、全国至るところに米軍の軍人用の病院というのがちゃんとそろっています。野戦病院がほうぼうにあるくらい、軍隊には病院がつきものですから、したがってだれかが軍隊に入れば、ちゃんと家族みんな医療サービスが受けられる。アメリカはこういう国です。

　したがって貧困広がる中の、１つの解決の方策というのは、要するに軍隊に入って、それで軍人用兵舎を手に入れる。医療サービスも手に入れる。学生の場合であれば、軍人に登録しておけば奨学金も受けられる、学費の免除制度もある。外国人の場合には、これはもっともひどい例でありますけれども、ブッシュ政権はわざわざアメリカ系の軍人が行きたがらない、イラクであるとかアフガンだとか日本の沖縄であるとか横須賀へ送り込むために、外国から移住してきてまだ国籍をもたない人たちに対して、軍隊に入れば国籍を与えましょう、こういう措置をとった。沖縄に外国から移住してきた兵士を送り込む、こういうことをやったわけです。つまり、憲法第９条がないと、日本でもその傾向が一部生まれていますが、軍隊がのさばってくる。これが軍国主義の怖さです。
　ところがもう１つ、アメリカには憲法第25条がない。生存権が保障されていませんから、ホームレスは貧困ビジネスに依存して住宅を手に入れなければならない。これが今回の金融恐慌、住宅不況の出発点の出発点になったのです。つまり貧困者を相手にして、アメリカでは何が起こったかと言えば、皆さん方もどこかでお聞きだと思いますが、いわゆるサブプライムローンという住宅ローン制度が広がった。これに頼って多くの貧困者が住まいを手に入れるという流れが生まれた。

サブプライムとは、文字通り二流のという意味です。日本で言いますとサラ金もどきの住宅ローンだと考えたらいい。アメリカいでは住宅のローンの契約を取ることだけを専門にするブローカーがいます。彼らが、次から次へと貧困者を相手にしてサブプライムローンの契約を取ってくる。だからここにいらっしゃる方々が、もしアメリカ人であるとすれば、ほとんど全員このサブプライムローンで住宅を買うはめに陥っていたはずなんですね。つまりまったく預金の頭金をもたない、ホームレス同然の人たちがサブプライムローンで住宅が買える、こういう状況がずっと浸透していったわけですね。

　住宅ローン会社はどういうふうにしてこのサブプライムローンを組んでいったかと言いますと、ここからがつまりはアメリカの今回の金融恐慌と住宅恐慌の始まりの物語なんですけれども、かいつまんで言いますとこういうことです。住宅ローン会社は低所得層に住宅ローンを組んでやると、ローンの債権が手元に集まってきます。ところが日本と違ってアメリカの住宅ローン会社は、このローン債権を直ちに別の金融機関、つまり投資銀行であるとか、一般の銀行に売り飛ばしてしまうんですね。つまりローンを組んでやってお金を貸し付けるんだけれども、貸し付けの元手は、債権を第三者にパッと売ってしまって、すぐに回収してしまう。で、このお金で次から次へと住宅ローンを組んでいく。こういうやり方を取った。住宅ローン会社からローン債権を買った投資銀行であるとか大銀行辺りは、これを、たとえば100本なら100本、150本なら150本の住宅ローンの債権を、１枚の紙切れに全部まとめてしまうわけですね。だからこの１枚の紙切れをもっていれば、100本の住宅ローンの１年間の元利返済分を受け取ることができるという１枚の証書に束ねてしまうわけです。これがいわゆる債権の証券化、証券化商品というふうに言われているものです。そして、これを投資銀行や一般の銀行は、全世界にばらまいて売りまくったわけです。何千兆円という規模でこれを売り、日本の銀行筋もおよそ23兆円ほど、これに手を出して後で大やけどをする。みずほ銀行グループや農林中金辺りがこれで大やけどしたわけでありますけれども、彼らは国内ではそれほど中小企業などに融資しないで、こういうあやしげな証券に手を出してアメリカの証券バブルを支える、こういうことをやったわけですね。
しかし、これは素人でもすぐわかるように、元はと言えば低所得層が払う住宅ローンの金利を元にして作られた証券ですから、ホームレス同然の人がもしそのローンを焦げつかせる、つまり金利も元本も払えない、こういう状態に陥った瞬間に、それこそもう瓦れきとなってその信用バブルは崩れさる。実際にそうなったわけです。出発点は貧困な人たちが住宅ローンの金利が払えることが前提、払えなくなったらば、これは完全に崩れてしまう、こういうやばい信用の膨張であったわけです。

　そこでやっかいなのは、そういうやばい証券がなぜ出回ったのか。誰でもわかる通り、これはどこかで崩れそうだという予想がつく。そこで、保険会社が乗り出して、心配であれば保険をかけなさいとなった。だから証券を買った人たちは、こいつが値崩れしたり、紙切れ同然になってパーになった瞬間に、もともとの元本を全部代わりに払ってもらえる、つまり損失分を補てんしてもらうための保険をかけるわけです。
　そういうことは保険料を保険会社に支払うわけですね。ところがアメリカの保険会社は、数々の証券から集まってくる保険料もまた証券にしてしまって、これをまた売りまくったわけです、全世界に。この保険料を元にして作った証券だけで、１昨年の暮れにどれだけ全世界に出回っていたか。およそ6,000兆円出回っていたんですね。これはサブプライムローンが崩れてしまえば紙切れ同然になるような、たいへんリスクの高い証書でありますけれども、6,000兆円と言いますと、日本のＧＤＰがおよそ500兆円でありますが、日本経済の12年間分の富がこういう証券の形で全世界にばらまかれて、これにウォール街を始めとして全世界の金融機関は手を染めていった。これが崩れたわけです。だからたいへんな状況になったわけですが、元はと言えば、これは何てことはありませんね。膨大な過剰な資金がローン資金となってサブプライムローンといった二流の住宅金融の分野に流れた。こいつが信用バブルを膨張させる。つまり貧困者を食い物にしながらこの証券バブルを太らせる、だから格差社会の産物であったと、こういうことであります。

　ところが日本の経済は、これに大きく恩恵を受けるということになった。なぜそうかと言いますと、アメリカの貧しい人たちがどうして住宅ローンを利用して住宅を買い続けることができたのか。５、６年の間にわたって住宅バブルが続いたわけでありますけれども、これは簡単な理屈です。貧乏人であっても借金で住宅ローンが組める。こういう状況がずっと続くための唯一の条件は、住宅の値段が毎年毎年上がり続けること。簡単な例で申し上げますと、私が仮に2,000万円借りて2,000万円の住宅を買うとします。1年たちますね。アメリカではこの2,000万円の住宅が１年後には2,400万円に上がった。２年後には2,900万円ぐらいにあがる。こういうことがずっと続き、およそ５年間の間に住宅の値段が倍になったんですね。さあそこで、私であれば2,000万円借金して2,000万円の住宅を買ってこいつを１年間持っておく。１年後に2,400万に上がるとしたら、その住宅売ればいいわけですね。400万円差益が手に入ります。ところが貧乏な人たちは、2,400万円に住宅の値段が上がったとしても、そこに住んでいるわけですから売るわけにはいきませんね。だから売ってその差額を手に入れるということにはならない。

そこでこういうことになったわけです。2,000万円で住宅を買っておいて、そこに住んで、１年たったら2,400万円に住宅の値段が上がる。そうすると住宅ローン会社が、あなたがもっている住宅は2,000万円から2,400万円に値上がりしているから、この2,400万円の住宅を担保にすれば、借金を2,000万円から2,400万円に増やすことができますよ、こうなったんですね。つまり抵当物件の住宅の値段が2,000万から2,400万に上がったわけですから、400万円余分に借金できる。そこで多数の人々がその住宅の借り換えをやっていったわけです。そのときに、2,000万円の借金を2,400万円に増やすと、増えた借金分400万円を現金でくれる。だから住宅の値段が上がると借金を増やして、増えた分だけ、現なまが手に入る。

その400万円でアメリカの国民は一体何をしたのか。すぐ想像されると思いますが、実はこの400万円でトヨタの自動車を買ったわけです。ソニーのデジカメを買った。シャープの液晶テレビを買ったんですね。だから日本の企業は、国内で自動車やデジカメや液晶テレビが売れなくても、アメリカ国民がバブルのなかで借金を増やして、日本製品や中国製品を買ってくれるから、国内で売れなくてもどんどんアメリカに向かって売れる。だからバブルが進行すれば、アメリカの国内の消費は、日本とは違って、借金でもって増える。
だから中国もアメリカ人の借金による消費に便乗して輸出を伸ばす。クリスマスシーズンになれば中国からアメリカ向けのおもちゃの輸出が激増する。だいたい、いま全世界のおもちゃの８割が中国で作られているといいますから、もう世界の子どもたちは中国のおもちゃで育っていると、こう思っていいわけでありますけれども、アメリカ人はその代表なんですね。そこで中国からおもちゃが売られる。ところが中国は、おもちゃは作ることができるけれども、おもちゃを作るための機械までは造ることができない。そこで日本の企業は、おもちゃを作る機械を今度は中国に輸出をする。だから中国向け輸出、アメリカ向け輸出でわきにわくわけですね。だいたい小泉政権の時期だけを取り出して見ると、輸出の規模がおよそ50兆円から80数兆円まで、30数兆円上がっています。これらはほとんど自動車であるとか、家庭電気製品であるとか、大企業がものにしたんですね。輸出利益です。
重要な点は、このお金を、つまりは輸出での儲けを国内に労働者に回しておけば、国内でもものが売れるということになるんですけれども、国内ではちっとも回さなかった。先ほど言ったように、国内の労働者は正規職員が非正規に回されて、常勤労働者が派遣に置き換えられて、続々と賃金は下がって、押さえ込まれる。だからこの90年代後半から、日本の財界は意識的に、総人件費を落とす、絶対に伸ばさない。それどころか、いわゆる正規職員を抱えてしまうと簡単に首切れないから、景気の変動に応じた人員調整も難しくなるから、人件費は固定費ではなくて変動費化する戦略をとつてきた。なるべく人件費総額を安くすると同時に、景気の動向にあわせた調整弁として、人件費を変動費にしてしまう。そこで正規組から非正規組に置き換えられるようになった。この「総人件費抑制プラス人件費の変動費化」のもとで、国内では、先ほど言ったようにちっとも物が売れない。消費デフレが続いたわけです。しかし大企業は輸出利益でもってわきにわく。問題はその輸出利益を国内の労働者に回しておけばよかったんだけれども、回さないから格差社会化が進行して、格差が広がった。大企業の側には使い道がないぐらいに膨大な利益が、先ほどのごあいさつにもあったようにたまりました。また先のスライドにもあったように、内部利益が蓄積されていく、こういうことになりました。

　だから企業は、もう銀行から金を借りなくても自分の資金、自己資金だけで十分投資ができる。経営ができる、こういうことになります。そうすると皆さん方が銀行に預けた零細な預金も銀行にたまる一方で、大企業はもう借りてくれない。中小企業はやばいから銀行は金を貸さない。農林中金なんか農家から金集めておいて、農家に融資するようなことはしない。だから金余ってくるわけです。

　余ってきたお金がどうなったか。輸出で稼ぎ、銀行であり余った金が、再びアメリカに流れ込んで、アメリカの住宅バブルと金融バブルを支えてきたわけです。これが最後どこでつぶれていったかと言うと、言うまでもありません、貧困ビジネスというものは、貧困者が貧困化すればするほど、最後は崩れる。貧乏人に対して金を貸し付けて住宅を買わせたはいいけれども、しかし住宅の値段がどんどん上がっていけば、貧困な人たちの借金も増える。金利も払わなければいけない、その金利も続々膨張していく。やがて払えないということになります。払えないということになれば、住宅バブルは一気に崩壊します。それからサブプライムローンの金利を元手にした、何千兆円という証券市場も一気に値崩れしていきます。つまりは過剰な資金が貧困者にむらがって稼ぎに稼ぎまくった、そこに根付いた信用や住宅ローンが破裂する、こういうことになったわけです。

　だから日本は、アメリカと同じように格差社会を広げて、それで日本はその稼いだ金を労働者に回しておけばよかったところが回さないで、バブルに加担をする。こいつがつぶれてしまった。そこでもう１回派遣切りをやる。あるいは非正規切りに向かう。そうすれば、皆さん方の手元にはいよいよますます金はまわってこない。当然国内で消費する購買力は衰えていきます。そうすると、もう輸出に依存できない大企業は、国内で売ろうとしても、国内には買い手がいない。これが深刻化し、いっそう広がるばかりだから、ますます派遣切りに手をかける。悪循環です。
　昨年の10月から日本経済は、世界でもっとも深刻な過剰生産に見舞われ、過剰資本の破壊に乗り出すことになりました。典型的なこれは過剰生産恐慌です。労働者に購買力を回さなかったから、過剰な資金が集まって、バブルを呼び起こし、これまでのところはアメリカ向けの自動車、あるいはデジタルカメラの販売でやれていたところが、もうやれなくなってしまう。そこでトヨタ辺りも一時期は４割方減産、新日鉄辺りも5割減産。それから石油化学工業もだいたい25％ぐらい生産を縮小する。いま自動車業界は全世界に90か所工場をもっており、１か所だいたい20万台強動車を生産するというのが通常でありますが、これが過剰になってしまった。およそ2,000万台ぐらい造る生産能力もっているんですけれども、これがアメリカ向けで売れない、ヨーロッパ向けで売れないという状況になって、余ってくる。90か所中20か所の工場がもう過剰設備となって、これをつぶさなければいけない。だからその時に、最初に派遣切りがむちゃくちゃな形で進行する。露骨な形で進行する。こういうことになる。

　ところがそれをやってしまうと、国内でいっそう買い手が少なくなるわけでありますから、自分でわざわいの種をまくようなもんで、いっそう悪循環に入り込んでしまう。これがいままでの日本経済の動向でありました。すなわち100年に１度の経済危機というのは、実はもっとも大きな原因を格差社会に置いてきた。格差社会というのは一体どこから生み出されてきたか。それは先ほどから言いましたように、総人件費を抑制するということと、ワーキングプアを国内に広げる。その結果、労働者のなかでも階層的な格差が広がる。

　一番大きな問題点は、企業には金が集まってくる、銀行には金が集まってくるけれども、一般の国民のところには金が集まらない。だから購買力もだんだんだんだん失っていく。こういう状況に陥って、企業の側があり余るほどの生産能力と、いわゆる過剰人員を抱えることになった。そこから、昨年の秋を画期として新型の企業ウイルスというべき派遣切りが、いよいよますます進行する、こういうことになった。
しかし季節柄、いまちょうど野球でもセ・リーグとパ・リーグの交流試合やっておりますが、皆さん方もそうでございまして。正規とパートが、セ・パ両方ともに団結するなどという話がございましたけれども、まさに野球ではセ・リーグとパ・リーグが交流試合をやって一緒に交流をし、連携もしていかなければいけない、こういう状況であります。この新しいインフルエンザに対しては正規・パートがセ・パ団結して、運動にはずみをつけなければならない。これが昨年の秋から今日まで続いている日本経済の特徴であります。

　100年に１回の経済危機の現実は、ここにいらっしゃる方々を経済の真ん中にむりやり放りこんで、主役にしてまった。非正規の方々は別に主役になりたくはなかったんだけれども、企業そのものが国内の消費を冷やし、過剰な生産を破壊しようとするなかで、皆さんを無理やり日本経済の舞台のど真ん中にすえることになってしまった。なぜなら、当面、非正規労働者の動向が日本消す財の先行きを示しているからです。この集会は、そういう人たちの集まりであるということになるわけです。

　そこで、内需不振を打開しようと思ったら、どういうことを考えていかなければいけないのか。言うまでもありません。いま麻生政権が進めていることは、私なんか笑ってしまいましたけれども、第二次補整予算案を組んで、15兆円をばらまく。50兆円規模の不況対策を進める。やっている中身は一種の在庫一掃セールの応援です。これからハイブリッドカーを買えばエコポイントを与えましょう。デジタル家電を買って省エネ型に切り替えれば、これまたエコポイントをあげましょうと。つまり税金でもって、いままでだったらアメリカで売れていた自動車を国内で買わせる。自動車とデジタル家電がアメリカで売れなくなっちゃったから、国内で在庫一掃をはかる。そのために国民に買わせて、しばらくの間息継ぎをする。自動車と家庭電気製品をバンバン国内で買わせて、なぜこれがエコ対策なのか、グリーン対策なのか、笑ってしまいます。
　せんだって連休中、ゴールデンウィーク中には、関西辺りでは、高速道路が一律1,000円になったというので、高速道路を使って小旅行にでかけるということがありました。神戸辺りから、四国連絡橋を渡って、高松まで出かけて讃岐うどん食ってきた、という。これでは、CO2対策とはとうていいえない。温暖化対策などとはまるで逆です。CO2削減なら、自動車が走らないのが一番いいわけです。高速道路を使わないほうがいいわけですよ。スウェーデンの人たちが言っているように、もともといくら省エネ型と言ったって、自動車や家電などはその製品を作るために膨大なエネルギー使うわけだから。

　だから現在必要なことは、そういう過去の繰り返してはダメ。売れなかったものをバンバン売るために政府が旗をふって、ポイントを与えるから買わせる。そういう形で、これまでの経済構造を温存するような形で景気対策をやったって、こんなものは一時しのぎにすぎない。それどころか、その期間中に現在何をやっているのか。大企業はあいかわらず国際競争力の強化と、世界企業としての戦略の延長線上にある。たとえば家電業界では、NECが国内外２万人の合理化、これを打ち出す。じゃあその２万人のうち、どこでどれだけ首を切るか。ソニーは１万6,000人の合理化計画を出しました。パナソニックも１万5,000人の合理化計画を出す。つまり首切り作戦です。日立も7,000。東芝は国内だけで4,500人。

こういう規模の整理をやろうとしているわけでありますけれども、これはどういう戦略にそったものであるかと言ったらば、いま日本の大企業は世界企業になっておりますから、将来の景気回復の方向を考えて、海外の生産拠点はなるべく残しておく。つまり海外に進出したところは将来に備えて残して、国内の工場、国内の事務所をできるだけ整理する、集約する作戦です。これが世界企業の戦略なんです。だからいっそう国内では雇用の規模そのものが縮小する。

先ほどの自動車業界では、全世界に90か所自動車工場があるけれども、そのうち20か所つぶさなければいけない。だからどこでつぶすかということが問題になっているんですが、これからの世界市場の広がりを見ると、できるだけ海外では残す。国内の生産工場をできるだけ縮小する。こういう戦略になっているわけですね。だからその企業を応援するような景気対策をやっても、将来に向かって日本の経済がちゃんと国内に足場を置き、国民の暮らしに足場を置いて健全化するという方向にはならない。だからいまやっている企業の新型ウイルス、派遣・非正規切りというウイルスに対して、何としてもこれに国民的な対策を対置していかなければならない。このいわば構造転換期に日本経済は直面しているということになります。

　そこで、こういった大不況で教訓になるのは、アメリカでも問題になっておりますように、失業者が大量に発生し、国内の市場が萎縮し、投資も伸びない、こういう悪循環に入り込んだときには、政府がどういう対策をとったらいいのか。この教訓を残したのが、アメリカで言いますと1930年代のニューディールでありました。ニューディールでやったことは、金融的な投機を取り締まるということを別にいたしますと、オバマ政権が掲げているグリーン・ニューディールに似たところがありました。たとえば公共事業でもって雇用を増やす。

このときに重要な点は、1930年代のニューディールでは、いまと違って、公共事業をやると言っても、現在で言えばいわゆる公務員を増やす。つまり公的就労事業として公共事業をやることを意味します。ダムを建設するにしても、日本のようにゼネコンに発注するというわけではない。つまり日本で言えば旧建設省が直接に雇用を増やして、ここでダム建設をする。有名なＴＶＡ計画などというのは、あれは公務員を増やして、それで失業対策をする、こういうことをやったわけで、現在オバマ政権がやっている方向とはやや性格が異なります。だから私は、本来のニューディールの思想に近いものを、もう１回再評価しなくてはいけないと思います。

　先ほど述べた憲法の生存権を保障するという考え方、これもだいたい1930年代のニューディーラーと呼ばれる人たちが、日本に乗り込んで憲法作成に生かしたものです。マッカーサー憲法などというふうに言われておりますが、実際には、当時の占領軍が２週間かけて作り上げた憲法の原案というのは、ニューディーラーという人たち、アメリカの法律家、公務員、研究者たちが、作成したものです。
アメリカの歴史上もっとも社会的な改革が進んだのが1930年代のニューディールの時期でありますが、このときのリーダーたちが、アメリカでやれなかったこと、アメリカでは不十分に終わったことを日本でぜひやってみたいということで乗り込んで、それで憲法を作り、数々の福祉立法を作り、労働改革を進めるということをやったわけですね。そのときの思想は、不況時期には、公務員を減らすんじゃなくて、公的就労事業によってむしろ公務員を増やして、雇用を安定しなければいけない。こういう考え方があり、また1935年には、世界の歴史上初めて法律の上で社会保障という言葉が使用された、社会保障法が制定されました。それから労働組合も1935年に合法化され、つまりアメリカの労働組合運動がもっとも活発になった、これも1930年代であります。だから、そのときの教訓を生かして、私たちは現在の不況を打開する政策を構想していかなければならない。
　いまオバマ大統領はグリーン・ニューディールと呼んでいますが、環境破壊ではなく、環境再生のグリーン・ニューディールという発想はいいと思います。公共事業をやるにしても、環境再生型・環境保全型で、いま求められているグリーン対策というのをやる。これは意味のあることでありますから、大いにやらなければいけない。ただしそれだけでは日本の場合には不十分に終わることを得ない。

　いま日本に求められているのは、もう１つは、破壊された分野の１つの大きな分野は、医療とか福祉の分野です。つまり医療の看護師さんに代表させれば、これは白衣の天使ですね。だからグリーン・ニューディールにプラスして、いわばホワイト・ニューディール。これで、医療・福祉・保健・保育等の分野の充実をやって、ここで雇用を増やしていかなければいけない。白衣で働く職員をちゃんと処遇していかなければいけない。そういう意味での、福祉や社会保障分野に対する積極的てこ入れ、これがホワイト・ニューディールになります。
　もう１つ、最低賃金の引き上げ、派遣法やパート法の改正。派遣労働は禁止する、労働者の賃金や雇用を守る、こういった政策は、レッド・ニューディールになる。労働者の、とりわけ労働組合の象徴的なカラーはレッド、赤です。先ほど紹介されたデモンストレーションでも赤い旗ふってましたね。だから色で言えばレッド・ニューディールということになるわけですね。緑と白と赤、いわば３色旗型のニューディール、３色旗連合が必要だということになります。環境保全で頑張る人たち、それから医療や福祉、介護、保育、こういうところで頑張る人たち、それから日本の労働者全般、特に非正規労働の賃金・雇用を守る。この赤と白と緑が３色旗連合を掲げて雇用を安定化し、また賃金を改善し、国内のマーケットを拡充する。いままでのバブル依存型の、アメリカの借金に依存して経済成長をはかっていくような、自動車や電気製品の大企業を主流にした経済成長の方向を根本から改めていく。こういう視点で、全体の労働運動の方向をさぐっていく必要があるんじゃないか、ということになるわけです。

　そこで、その際に雇用破壊、これにどういうふうに立ち向かっていくのか、このことがきわめて重要になってきます。これまでは、アメリカで住宅や証券バブルが起こると、日本の大企業にとっては幸いなことに、アメリカの低所得層までもが借金で日本製品を買ってくれる。これで生産能力を増やして、雇用もこれまでのところ維持してきた。しかしこれが終わってしまった以上は、歯車が逆回転するように、生産能力も人員も、これを破壊する。過剰とみなされるものはすべて破壊する、これが企業の景気対策です。私たちは、そういうことをやったらば、また同じことが繰り返されるのであって、そうであってはならない。過剰なものをいうふうに見えるのは、ゆがんだ条件の元で大企業が中心にして、派遣労働者等を増やしてきたから、現在過剰に見えるのであって、そういう力、人員や資源や生産能力というものをもう少し別の形で生かしていかなければいけない。

ここで歯をくいしばって、過剰な資金や資産をまず公共機関に吸い上げる。これまで格差社会が問題だったわけですから、そして、上のほうにたまった過剰な資産や資金が日本や世界の経済をかく乱してきたわけですから、これをともかく吸い上げて下のほうに回す。こういう観点で、過剰なものを破壊するのではなくて別の形で生かす方向において、日本の経済や雇用の再生というのを図っていかなければいけないというのが出発点です。

　実は私は個人的に言いますと、このほど思い知らされたことがあります。この３月の初めのことですが、岡山の中小企業に行ってきました。これは金型を作ったり、各種のメーカーの部品を作ったりする工場で、そこの良心的な経営者の方に呼ばれたからです。従業員が30人そこそこの規模の、町工場に近い企業の経営者が、いま不況で苦しんでいる、そこで火曜日の午前中に、現在の日本経済について学習会をしたいと言うんですね。火曜日の午前中の学習会って、仕事あるんちゃいますかというふうに言いましたら、いやもう仕事がまったくなくて、もうひまでひまでしゃあないから、全従業員あげて社員食堂で勉強会やりたい。それで来てくださいっていうので行ったんです。行ってみると、工場でありますが、仕事がないというわけで、床などはもうピカピカ、掃除だけはきれいにしてあるんです。そこに行って、私はそこの経営者の話に感動いたしました。

　ご夫婦がやっているんですけれども、昨年の10月頃からちっとも仕事がなくなってしまった。注文が来なくなってしまった。ルーツはどこかと言いますと、岡山の倉敷の水島コンビナートから来る注文が止まってしまった。三菱自動車を始めとして、アメリカ向けに売ってきたものが売れなくなっちゃったものですから、下請けのメーカーにはちっとも注文が来なくなったわけです。グラフを見せてもらいますと、絵に描いたようにがた落ちなんですね。そこで経営者は、これは並みの不況ではない、そこで腹をくくって、もうほとんどすべての資産を担保にして１億数千万円借金した。何のために借金したかと言うと、この１億数千万円で、１年２か月分の従業員の給与をまず確保した。すべて借りれるものは全部借りて、１年数か月分の給与だけは何とか確保して、１年間の間我慢の経営をする。ただしそれ以降、現在のような状態が続くようであれば、もうこれは企業は解散するしかない。これを従業員にオープンにする。ただし偉いのは、まずは何より雇用を守る、賃金を守る、すべての資産を投げうって、それを担保にして金を借りて、それで経営を維持する。これが非常に心意気の高い経営者、中小企業の経営者の姿だということです。私はたいへん感動したのでありますが、こういう経営者が実は、日本経済の底力を作ってきたわけですね。つまり従業員と一緒になって、町工場であっても日本の主要な産業を支える。

　しかし彼ら、彼女たちは言っておりました。もういままでのような、外需依存型の経済成長をとげていく三菱系大企業にぶらさがって、回復するようなことはもうないだろう。ここで、日本経済全体が変わってくれて、自分たちの生産するものも別のところで売られる、別のところで役立てられる、そういう形に変わってもらわないと、もう将来の見通しはない。そういうふうに戦後日本経済の真ん中で生きてこられた経営者は、覚悟の上で将来の方向を定めようとしている。これはいままで築き上げてきた資産や労働者の熟練というものを、何とか別の形で生かしたい。こういう中小企業の願いを示しているわけでありまして、こういうものの実は背後にもって、労働者の首を切ったり工場をつぶしたりして破壊するんじゃなくて、しっかりと別の形で生かしていかなければいけない。
そのためには、いままで蓄積されてきたさまざまな内部留保や過剰な資産、ここに目をつけて、労働者にまわる賃金を上げることと同時に、税金であるとか、公的資産への転化でもって上に吸い上げて、こいつを別の形で転用する。全労連なんかが、大企業は内部にため込んだ内部留保がたくさんあるんだから、これをはきだせと、こういうふうに言っていますね。これにたいして、いやいやそんなものはもう別の形で投資にまわし、実物資産に変わっているのや。こういって企業は逃げまくっているでしょ。ならば、現物納税という手もある。つまり国税庁はお金で吸い上げられないときには現物を押さえればいいわけですよ。企業には破壊しようとしている過剰な資産がたくさんあるわけですから。だからそういうものを公共的財産に切り替えて、大きく経済再生や日本のもっている力を再活用する方向で頑張っていかなければいけない。

　過剰な資金はできるだけ税金で集中をして、それで格差を是正する形で、社会保障や福祉や教育に生かして、日本の国民生活の新しい方向に結びつけていかなければいけない。企業は金がないとか何とか言ってますけれども、私はそうではないと思います。卑近な例でいうと、ついこの３月にも、この不況のさなかですよ、東京駅のすぐ近くにシャングリラという超高級なホテルがオープンしました。新聞報道によりますと、そこに一番ぜいたくなスイートルームがあって、１泊すると１泊の値段が、素泊まりですよ、もっとも素泊まりという発想が貧困なんだけど、100万円。１番安い部屋でも５万6,000円。こういうところにまだまだ泊まるという発想の、裕福な人々や資産家が存在するわけです。
　六本木ヒルズの辺りで、家賃が月々400万円もするようなデラックスな広い部屋に住んでいる、こういう連中は、私は調べてみたことありますけれども、一体どういう日常生活をしているか。それこそ派遣会社のグッドウィルの社長折口雅博なんかは、一方で介護のコムスンを経営し、派遣労働者をむちゃくちゃに使って、それで利益をむさぼってきたわけでしょ。いまだに、何十億とか何百億という金をもっている連中ですね。こういう連中相手にいまだ富裕ビジネスが後をたたない。たとえば、どこにあるか私は知りませんが、われわれが行く喫茶店とはまるで違うところでコーヒーなんかも飲む。物の本で調べてみると、リオという喫茶店が東京にあるんでそうですが、ここでコーヒー１杯飲みますと１万円するんだそうです。１万円のコーヒーといっても、冗談話になりますが、皆さん方が飲んでいるような200円とか300円のコーヒーとそれほど大きな味の違いがあるわけではない。同じようなコーヒー豆から作っているわけですからね。だからコーヒーの味にたいした違いはない。一体どこが違うのかと言うと、飲むコップが違う。コップがイギリスの、これも私は見たこともありませんけど、老舗の陶器メーカーのミントン社というのがあるんだそうですが、この会社のコーヒーカップはワンセット500万円するんだそうです。だから500万円のコーヒーカップで飲むから１万円。

　その喫茶店の近くかどうか知りませんが、これまたアラスカプレスセンター店という有名なカレー店があるんだそうです。そこで豪華海鮮カレーを食いますと、ホタテ、伊勢エビ、アワビ満載のカレー。１皿が２万円だそうです。だからカレーからコーヒーから、いろいろなものがだいたい違うわけですが、そういうことから想像されるような大資産家というのは、まだ存在するわけですね。今週号のフォーブスというところに、世界の資産家、大富豪のインサイドストーリーが載っている。私今日帰りに、それ買って、もうちょっと調べてみようと思っているのですが、ここにいる方々は格差社会の底辺に生きているから、上の人たちがどういう生活をし、どういう行動をし、どういう投機活動に入ったかというのは知らないでしょう。貧困な人たちがどんな暮らしをしているのかというのは身近にもうたくさん知っている。私がここであえて説明するまでもなく。しかし世の中、格差社会というのは、上にいる連中がどういうことをするかによって大きく下が振り回されるわけですね。ここが実は投機に走り、現在は、あり余った物や人を破壊しようとしている。こういうところに目をむけて、私たちとしては、その力をもっと公平に下にまわす。こういう視点から経済の再生を考えていかなければいけない。

　そのときに、もっとも肝心なことは、労働者の場合には、賃金もさることながら、雇用、失業対策です。なぜかと言いますと、雇用と失業不安の恐怖というのが、実は低賃金労働を作り出す圧力になっているからです。たとえば、新自由主義的な構造改革論者は、最低賃金の底上げに猛然と反発している。なぜか。最低賃金上げちゃったら、それ以下で働こうとする人たちに対するプレッシャーがなくなってしまうから。だから困るんだと。そこで、もっと安くてもいいから働きたい、そういう人たちを大量に企業が使おうと思ったらば、最低賃金は上げてもらったら困る。むしろ下げなければいけない。極端な市場原理主義者にいわせれば、最低賃金などはもういらない。労働市場にまかせればよい。こういうことを構造改革推進案たちは言っているわけです。これはもってのほかで、そういうことやるから、内需がだめになる。だから雇用と失業対策をまず基本に置かなければいけない。

　この場合国際的に確立している原則は３つです。まず前提は解雇規制をきちんとやるということです。首切りをそう簡単には許さない。これは労働組合運動や、立法・司法の力を通じて、解雇規制を徹底する。その上で、失業したときには確実に生活がちゃんと保障されるという原則。これが第一です。
日本の場合は、現在雇用保険は失業者中20％の人たちしか、現実には適用されていない。つまり８割方は、雇用保険はあってもその埒外に置かれて、放置状態になっている。これは完全に不十分で、保険適用を引き上げるということと、失業保険、雇用保険が切れた場合には、失業扶助で生活を支える。ヨーロッパでは当たり前でありますが、これは失業者手当というもので、生活保護とは別です。これは。失業者がたまたま失業期間中に就職できないで、実際に所得がない状態に陥ったときに支給される。失業保険が切れてからあと、デンマーク辺りはおよそ４年ほどはこの失業手当、失業扶助でもって生活ができる。だから、日本でも、失業になってもちゃんと生活ができる見通しをたてる必要があります。生活の安定性をまずは確保しなければいけない。これが１番目。とりわけ日本の場合には、生活保護にすべてのしわよせが行っちゃってますから、雇用保険の拡充と失業扶助制度を確立していくことが、どうしても不可欠な第１の柱です。

　第２番目。ちゃんとした教育や、訓練の機会が保障された上での職業紹介ですね。これは、ハローワークの仕事ですね。これは要するに、十分適性、あるいは資質の上で可能だと思われる人に、ちゃんと生活を保障して、再訓練なり教育、あるいは資格のための研修を保障する。ヨーロッパの場合には、これまた２年ぐらいの教育には生活が保障されて、どこかの訓練学校に通うことができる。だから安心して勉強もできて、次の仕事に向かえる。こういうことになっておりますが、日本の場合は圧倒的にこれが不足しておりますので、この制度を確立するということ。
　３点目が、先ほど申し上げました、最後の切り札です。雇用の最後の保障はどこでやるかと言うと、これは公的就労事業です。日本は1970年代の半ばに失業対策事業が撤廃されて、直接に公務員として雇用して職を保障する、公的機関が失業者に職を保障する政策を放棄した。これをもう一度見直さなければなりません。最近では、こういうことは、研究者のなかでも言う人がほとんどいなくなってきた。私なんかその残された、非常にわずかになった研究者の１人なんですが、公的就労事業の再建が現代日本には必要です。
戦後の雇用問題の教訓は、最後雇用安定しようと思ったらば、公共機関が最後はちゃんと職を保障することが大切だということです。これがあると、最低賃金も公契約条例も生きるわけですね。ところが、いまは徹底して公的就労事業を減らす方向に向かっている。公共部門をむしろ民営化するというのが主流です。これに歯どめをかけていかなければいけない。ただし、この公的就労事業には、大企業は猛然と反発します。これやられちゃったら、派遣労働者に流れようとするところを、公共部門でしっかり働けるんだという安心感があったら、誰も好き好んで派遣労働なんか行かないわけです。ちゃんと安心して適正な賃金でもって働くことができる。この最後の決め手を欠くと、雇用が不安定化します。

　だから私は、これからの労働運動が、いままで行政改革で小さな政府だとか、公務員はできるだけ減らしたらいいかという風潮に歯どめをかけことがきわめて重要だと思っています。公務員も民間労働者も、公的就労事業があれば、団結できる。また、失業者やパート労働者と正規の現役労働者が連帯できる。昔の言葉で言いますと、現役軍と産業予備軍の連携ができあがってくることになるんですね。公共機関がその媒介になるわけです。これがかつてヨーロッパで進んだ道であり、日本でも労働運動の再生のための課題となることです。
　皆さん方が、非正規のこういう集まりをやり、さらに次には非正規と正規労働者との交流を進めていくと、これまでともすれば見失われがちだった本来の意味での労働者の団結が蘇ってくるはずです。もともとヨーロッパ由来の、「万国の労働者、団結せよ」というスローガンがありますが、このときの団結のもっとも重要な中身は、これは現役軍と予備軍の間の団結にあります。いまマルクスが再びブームになっておりますが、マルクスの『資本論』がいう労働者の団結とは、現役労働者と失業者の間の団結なんですね。これが階級としての団結のもっとも重要な中身です。

現役で働く労働者と失業者が団結が破壊されると、両者は競争しなければならなくなる。この労働者のあいだの競争こそは、労働者にとっては諸悪の根源になる。これを企業側が利用して、低賃金、不安定雇用、長時間労働に労働者をかりたてる。現役軍と予備軍が分裂状態に陥ったときこそは、もっとも貧困と格差が広がるときです。マルクスは、資本蓄積論のところで、この労働者の貧困を阻止するための力の源泉として、何よりも現役軍と失業者のあいだの団結を重視しています。

非正規労働者は、その意味でいうと、正規雇用と失業者のあいだの中間におかれた人たちです。だから、現代日本では、今日お集まりの方々のような集会、交流、団結が、階級としての労働者の団結を確保する接着剤のような役割を果たす。だから、この集会は、本来の団結を日本の労働者に蘇らせる突破口を開く意味をもっています。この希望を最後に申しあげて、私の問題提起にしたいと思います。(拍手)
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